政策セミナー・発表要旨


第13回政策セミナー（2010年2月20日）
報告者1：塩谷　隆英（財団法人労働科学研究所理事長、NEASE-Net副代表幹事）

テーマ：東アジア共同体論の系譜＊
１．明治、大正期の東アジア共同体論
(1)岡倉天心『東洋の理想』（1905）：「アジアはひとつ」
(2)孫文：「大亜細亜主義」
※この時期のアジア統合論の多くは、東洋文化の価値を再認識し、西洋文化の支配からの脱却を説くものであり、欧米の植民地化に対抗するための議論であった。
２．昭和前期の東亜共同体論
(1)昭和13年：第一次近衛内閣　…　日・満・支を根幹とする「東亜新秩序の建設」を提唱。
(2)昭和15年：第二次近衛内閣　…　南進政策と同時に「大東亜新秩序の建設」を打ち出す。

　　　　　　　　　　　　　　　→　ASEANとインドが追加
(3)松岡洋右：「大東亜共栄圏」　…　「欧米の植民地勢力を駆逐して亜細亜を解放し、共に栄得てゆこう」という意味からの造語
３．「東亜共同体論」――理論面での動き
大東亜共栄圏の理論的基礎として、近衛首相のブレイン集団「昭和研究会」(蝋山政道、三木清ら)によって展開され、反帝国主義、資本主義の是正、反ブロック論による現状の超克を志向したもの。
４．大東亜会議(昭和18年11月)――政治面での動き
(1)東條首相主宰　…　大東亜共栄圏を内外に宣伝する効果があった。
　　 ※参加者：ラウエル大統領(フィリピン)、バー・モウ首相(ビルマ)、ワンワイタヤコーン殿下(タイ)、汪兆銘行政院長(中華民国・南京)、張景惠総理(満州)、チャンドラ・ボース(自由インド仮政府)
(2)「亜細亜の解放」という大東亜戦争の目的を世界に向かって示す機会と考えられていたが、「亜細亜の解放」を唱える本音は、日本の敗戦を予想し、戦後の日本が亜細亜で生きるためには、亜細亜の解放と独立という投資を行っておかなければならないという点にあったと言われている。
５．尾崎秀実の予言
『東亜協同体の理論とその成立の客観的基礎』(1939)
・「『東亜協同体』論は一個の神話であり、夢に終わるであろう」
・「『運命共同体』としての東亜協同体論は神秘主義的決定論に終わるであろう」
　　　→　この予言は5年後に的中し、日本の敗戦により東亜協同体論は泡と消えた。

６．大平総理の「環太平洋連帯構想」――戦後初の地域統合論
(1)政治・軍事の分野ではなく、文化・経済面での協力を中心に、「緩やかな連帯」「開かれた連帯」を志向しており、また、中国やソ連が参加を希望するなら、排除するものではないとも明言。
(2)大平総理の死去により水泡に帰すも、PECC(太平洋経済協力会議)からAPEC(アジア太平洋経済協力)へとつながる大きな遺産となった。

７．マハティール首相(マレーシア)の「東アジア経済グループ(EAEG)構想」
(1)東アジアという地域単位にいち早く着目したもので、1990年12月に、マレーシアを訪問していた中国・李鵬首相に対して、アジア地域の共通市場ないし貿易ブロックを提唱した。
(2)米国が強く反発し、また参加国とされていたASEANの中でも支持を得られず、勢力を失う。
８．我が国の東アジア共同体論
1990年代の終わりごろから急速に議論が活発化。
…　総じて経済的な理由が大きい。
９．日中韓首脳会議(1999年、フィリピン・マニラ)
　　東アジアにおける協力に関する共同宣言が採択された。
　　【具体的な協力分野】

貿易、投資、通貨、金融、文化などの経済社会分野と、安全保障や国境を越える問題などの政治その他の分野について合意がなされた。

10．チェンマイ・イニシアティブ(2000年、タイ・チェンマイ)
　　第2回ASEAN＋3蔵相会議において、金融危機に備えて、二国間通貨スワップ取決めのネットワーク構築等について合意がなされた。

11．東アジアサミット

(1)マレーシアが「東アジアサミット」開催を提案し、2005年にマレーシア・クアラルンプールで第1回東アジアサミットが開催された。
(2)東アジアサミットに関する宣言は、ASEAN＋3が主要な場で、東アジアサミットは補完的な役割と解釈できる表現になっている。
　　　　　　　　↓
　 東アジアサミットは、ASEAN中心の会合という性格を持つようになった。
12．鳩山総理の「東アジア共同体構想」
　　友愛精神に基づいた「東アジア共同体」を提唱。具体的には、日本・中国・韓国を中心とした東アジアが「集団安全保障体制」を構築し、通貨の統一も実現すべきと主張。
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